
財務諸表 4 表(普通会計)から読み解く姶良市の財政状況 

 

新地方公会計制度の総務省方式改訂モデルによる姶良市の普通会計の財務諸表 4 表を作成しま

した。そこで今年度の普通会計の財務諸表 4 表の概説をご説明します。平成 22 年度普通会計の財務

諸表の作成基準日は平成 23 年 3 月 31 日で、出納整理期間(平成 23 年 4 月 1 日～5 月 31 日)にお

ける出納は基準日までに終了したものとして算入します。 

    

1.1.1.1.新地方公会計制度の導入の背景新地方公会計制度の導入の背景新地方公会計制度の導入の背景新地方公会計制度の導入の背景    

 

この数年の間に民間企業だけでなく自治体でも財政危機が報道されています。実際に自治体が財政

破綻を起こした場合、その地域住民にどのような影響があるのでしょう？例えば、歳入を増やすために

公有財産施設の使用料・手数料の金額を上げたり、住民サービスにかかる人件費を減らし住民への公

平で安定的なサービスの提供が難しくなります。このような事態を避けるためこれまでに地方自治体の

資産・債務管理に関する公会計整備推進の法律や方針が示されてきました。 

 

平成 17 年 12 月 24 日 閣議決定 「行政改革の重要方針」 

平成 18 年 6 月 2 日 「簡素で効率的な政府を実現する為の行政改革の推進に関する法律」公布 

平成 18 年 8 月 31 日 総務省「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」 

平成 19 年 6 月 22 日 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」公布 

平成 19 年 10 月 17 日 総務省自治財政局長通知「公会計の整備推進について」 

 

平成 18 年 3 月 31 日地方行革新指針では、財務書類 4 表の作成・活用を通じて、未利用財産の売

却促進や資産の有効活用等の改革の方向性と具体的な施策を 3 年以内に策定すること、さらに総務

省自治財政局長通知である平成 19 年 10 月 17 日の「公会計の整備推進について」とともに公表され

た新地方公会計制度実務研究会報告書では以下のことが明記されています。 

 

 1. 地方公共団体は、総務省の「新地方公会計制度研究会」が示した「基準モデル」又は 

「総務省改訂モデル」に沿った発生主義・複式簿記の考え方を導入し、地方公共団体単体   

及び関連団体（土地開発公社等）の連結ベースでの 4 つの財務諸表を整備すること。 

 

2．人口 3 万人以上の都市は平成 21 年度中に作成し、情報を開示すること。 

    

    

2. 2. 2. 2. 財務諸表にはどのようなものがあるのか財務諸表にはどのようなものがあるのか財務諸表にはどのようなものがあるのか財務諸表にはどのようなものがあるのか    

(1)財務諸表には以下の 4 表があり、4 表それぞれ関連性をもっています。 

①「貸借対照表(バランスシート)」…資産や負債の状況などがわかります。 

②「行政コスト計算書」…人件費や減価償却費などの行政サービスにかかる経費がわかります。 

③「純資産変動計算書」…純資産の 1 年間の変動内容がわかります。 

④「資金収支計算書」…1 年間の自治体の収入と支出を性質別にわけた資金の流れがわかります。 



(2)財務書類 4 表の関連図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

3. 3. 3. 3. 姶良市における普通会計の財務諸表姶良市における普通会計の財務諸表姶良市における普通会計の財務諸表姶良市における普通会計の財務諸表 4444 表の概説表の概説表の概説表の概説    

(1)貸借対照表(バランスシート) 

①昭和 44 年から現在までの資産の保有状況を表しています。 

 

 

  

 

 

 

資 産 負 債 

 

経常行政コスト 

経常収益 

収入    

支出 

期首純資産残高 

バランスシート 
行政コスト計算書 

純資産変動計算書 

資金収支計算書

右図のように、財務書類 4 表では矢印

で結ばれている金額が一致します。 

総務省方式改訂モデルにおいて、「発「発「発「発

生主義」生主義」生主義」生主義」を採用しており、現金だけでは

なく資産の動きがわかるようになってい

ます。 

さらに「複式簿記」「複式簿記」「複式簿記」「複式簿記」という収入の相手先

を把握して、使い道を同時に管理する方

法も採用しています。 

このように財務書類 4 表は支出とその

財源の対応関係を重視し、行政活動や

公共資産整備などに対するお金の充て

方を明らかにします。 

＝ 

歳計現金増減額 

＋

期首歳計現金残高 

＝ 

― 

＝ 

― 

＝ 

期末歳計現金残高 

純資産 

期末純資産残高 

純経常行政コスト 

純経常行政コスト 

歳計現金 

負債(④＋⑤)

【将来世代への負担】

これからの世代が負担

資産(①＋②＋③)

【住民の財産】

現在から将来への資金の

流れとサービス提供能力

純資産(⑥)

【現世代の負担】

今までの世代が負担

⑤流動負債

④固定負債
①公共資産

②投資等

③流動資産

⑥純資産

出資金や特定の

目的で積み立て

た基金等の総額

道路や学校など

市が整備した公

共施設や市有地

の総額

現金・預金、現金

化しやすい市税に

係る未収金等の

総額

資産形成のため

の地方債や退職

手当などの総額

道路や学校整備

等の財源として受

けた国や県から

の補助金や市税

などの総額



②今年度と前年度の貸借対照表の比較 

    

資産資産資産資産    

[財産] 

①土地や建物など 

平成平成平成平成 22222222 年度年度年度年度 1,1391,1391,1391,139.9.9.9.9 億円億円億円億円 

（平成 21 年度 1,147.4 億円） 

 

②出資金・基金など 

平成平成平成平成 22222222 年度年度年度年度    56565656....6666 億円億円億円億円    

（平成 21 年度 59.5 億円) 

 

③現金・預金など 

平成平成平成平成 22222222 年度年度年度年度 49.749.749.749.7 億円億円億円億円    

（平成 21 年度 38.6 億円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バランスシートからバランスシートからバランスシートからバランスシートからわわわわかることかることかることかること    

 

 

 

 

 

 

    

 

負債負債負債負債    

[今後支払う借金など] 

    

平成平成平成平成 22222222 年度年度年度年度 409.8409.8409.8409.8 億円億円億円億円    

（平成 21 年度 414.9 億円） 

 

バランスシート 

平成 21 年度との比較 

資産  負債 5.1 億円減 

0.7 億円増 純資産 5.8 億円増 

 

資産増の要因

※

 ・・・現金預金の増加 

負債減の要因 ・・・長期返済の地方債の減少 

純資産増の要因・・・資産が増加し負債が減少 

※平成 22 年度資産合計 1,246.2 億円        

平成 21 年度資産合計   1,245.5 億円 

平成 22 年度の住民 1 人あたりの  

バランスシート 

資産  負債 54.3 万円 

 165.3 万円 純資産 111.0 万円 

 

① 前年度より資産の増加以上に負債の減少幅が大きかったため、純資産が増えました。資産が増えたのは財政

調整基金の増加が主な要因で、負債が減ったのは長期返済の地方債が減った結果です。 

② 住民 1 人あたりで見ると資産も負債も減少していますが、資産の減少幅に比べ負債の減少幅が大きいため純資

産が増加しています。①と結果が異なるのは 1 年で人口が約 400 人増加したことが考えられます。 

③ 負債のなかでも退職手当や賞与の減少には限度があるので、地方債の動向に注意が必要です。また、退職手

当は「隠れ負債」とも言われ、将来的に自治体への負担となることが考えられます。 

④ 合併特例債や財政調整基金など基金が増えています。基金が増えることで資金繰りの余裕度が高まります。 

 

※平成 22 年度 75,409 人(平成 23 年 3 月 31 日現在)

平成 21 年度 75,037 人(平成 22 年 3 月 31 日現在) 

住民基本台帳人口を参照のうえ算定 

～平成 21 年度と比較して～ 

資 産・・・0.7 万円減 

負 債・・・1.0 万円減 

純資産・・・0.3 万円増 

純資産純資産純資産純資産    

[すでに支払ったお金] 

    

平成平成平成平成 22222222 年度年度年度年度 836.4836.4836.4836.4 億円億円億円億円    

（平成 21 年度 830.6 億円) 

 

建物の価値が 

下がった 

将来へ支払う金額の

負担が減った 

基金などの現金が

増えた 

負債が減って純資

産が増えた 



 (2)行政コスト計算書 

①行政コスト計算書とは、1 年間に行政サービスにかかるコストと使用料・手数料の収益を表していま

す。 

②今年度と前年度の行政コスト計算書の比較(上段:今年度、下段：前年度との比較) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③目的別にみた住民 1 人あたりのコスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政コスト計算書からわかること行政コスト計算書からわかること行政コスト計算書からわかること行政コスト計算書からわかること    

 

 

 

 

 

① 経常行政コスト  217.6 億円          ② 経常収益        8.0 億円 

                   (1.3 億円減)                                  (3.5 億円減) 

行政サービスを提供するためのコスト         行政サービスの直接対価としての収入 

1. 人にかかるコスト      50.5 億円 

               (5.0 億円減) 

2. 物にかかるコスト      69.3 億円 

                           (2.7 億円増) 

3. 移転支出的なコスト    96.0 億円 

                    (11.4 億円増) 

4. その他のコスト          1.7 億円 

                  (10.3 億円減) 

③ 純経常行政コスト(①－②)   209.5 億円 

                           (2.2 億円増) 

※資産変動計算書の純経常行政コストと一致 

 

1. 使用料・手数料            7.7 億円 

                         (0.8 億円増) 

2. 分担金・負担金・寄付金       0.3 億円 

(4.3 億円減) 

土木費 

3.1 万円 

(0.1 万円増) 

教育費 

3.4 万円 

(0.1 万円減) 

民生費 

12.3 万円 

(3.4 万円増) 

環境衛生費 

3.0 万円 

(同じ) 

産業振興費 

2.2 万円 

(同じ) 

消防費 

1.3 万円 

(同じ) 

総務その他 

3.1 万円 

(2.0 万円減) 

議会費 

0.2 万円 

(0.1 万円減) 

住

民

一

人

あ

た

り

の

経

費

(

目

的

別

)
 

① 人にかかるコストは減少し、物にかかるコストと移転支出的なコストが増加しています。移転支出的

なコストの中では、社会保障給付が 29 億円近く増えているのが大きな原因です。 

② 純経常行政コストは増加し、住民サービスにかかるコストは前年度より増加していますが、今後は

さらに社会保障給付が増加することも考えられます。そのため引き続き人や物にかかるコストの見

直しが必要です。 



(3)純資産変動計算書 

バランスシートの純資産変動計算書の部が 1 年間でどう変動したのかをみたものです。 

 

 

 

 

 

 

○純経常行政コスト  前年度から 2.2 億円増 

○経常収入       前年度から 10.0 億円減 

○臨時損益        前年度から 0.3 億円減 

 

(4)資金収支計算書 

1 年間の自治体における収入と支出を性質別に分類して、支出と財源の関係など資金の流れをみた

ものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 経常的収支・・・プラス要因 

② 公共資産整備収支・③ 投資財務的収支・・・マイナス要因 

行政サービスの資金を多くもっておきたい 

① －((((②＋③))))＞＞＞＞0 ならば、健全な運営 

 

○経常的収支        前年度から 5.2 億円増 

○公共資産整備収支   前年度から 8.3 億円増 

○投資・財務的収支    前年度から 14.3 億円減 

○今年度のプライマリーバランスは 28.2 億円で、前年度より 14.8 億円増加 

姶良市の平成 22 年度のプライマリーバランスは約 28.2 億円の黒字となり、市の税収などで行政サー

ビスの経費が賄われています。 

※プライマリーバランスとは、地方債の新たな借入と返済を除いた収支のバランスを表します。 

    

① 経常的収支         62.2 億円 

② 公共資産整備収支    △13.7 億円 

③ 投資・財務的収支     △43.9 億円 

当年度の資金増減額      4.6 億円 

前年度末の資金残高       8.6 億円 

今年度末の資金残高      13.2 億円    

※バランスシートの歳計現金と一致 

① 前年度の純資産残高     830.6 億円 

② 純経常行政コスト      △209.5 億円 

③ 経常収入               216.0 億円 

④ 臨時損益              △0.7 億円 

⑤ 今年度の純資産残高     836.4 億円 



4.4.4.4.    財務財務財務財務諸表諸表諸表諸表 4444 表による姶良市の財政状況の分析表による姶良市の財政状況の分析表による姶良市の財政状況の分析表による姶良市の財政状況の分析    

(1)過去 2 年間の社会資本形成の世代間負担比率 

現世代負担比率を見ると前年度より若干増加し 73.4%で、平均的指標の範囲内にあります。 

一方で、将来世代負担比率は前年度より若干減少し 30.2%で、これも平均的指標の範囲内にあります。

このことから負債に依存せず資産を形成していることがわかります。また将来世代への負担も少ないこ

とがわかります。 

 （単位：千円、％）

前年度 今年度 比較

公共資産合計　    (A) 114,737,973 113,994,211 △ 743,762

純資産合計　　　  (B) 83,064,662 83,641,919 577,257

地方債合計　　　  (C) 34,829,132 34,440,563 △ 388,569

現世代負担比率　  (B)/(A) 72.4 73.4 1.0

将来世代負担比率　(C)/(A) 30.4 30.2 △ 0.2

 

現世代負担比率(%)  ・・・現代により既に負担された割合(純資産合計(B)/公共資産合計(A)) 

                    平均的指標範囲 50%～90% 

将来世代負担比率(%)・・・将来世代への負担割合(地方債合計(C)/公共資産合計(A)) 

                        平均的指標範囲 15%～40% 

 

(2)過去 2 年間の資産老朽化比率 

 消防が最も高いですが、これは他の団体でも類似しています。資産老朽化比率が高い場合、近い将来

修繕や補修時期が近い建物があるものと考えられます。当該比率を参考に、個別の建物の老朽化比率

を確認していく必要があります。 

（単位：千円、％）

減価償却累計額 老朽化比率 減価償却累計額 老朽化比率

生活インフラ・国土保全 23,903,948 34.3 25,411,370 36.6 2.3

教育 11,200,448 34.1 11,857,462 35.9 1.8

福祉 1,117,438 55.4 1,180,828 56.2 0.8

環境衛生 6,966,194 47.3 7,467,595 50.4 3.1

産業振興 12,099,085 56.3 12,679,132 58.4 2.1

消防 1,908,764 76.4 1,963,432 73.3 △ 3.1

総務 2,082,960 47.5 2,189,740 46.2 △ 1.3

合計 59,278,837 40.2 62,749,559 42.3 2.1

老朽化比率の

比較

前年度 今年度

 

資産老朽化比率(％)＝減価償却累計額/(有形固定資産－土地＋減価償却累計額) 

 

※資産老朽化比率とは、取得した時点の資産価値に対する現在の減少した資産価値の割合のことで

す。 



(3)姶良市の経営の安全性について 

今年度の流動比率は、前年度より24.9%増の131.8%で標準の100～150%以内にあり、姶良市は資産に

余裕があるといえます。また今年度の自己資本比率は 67.1%で、資産に占める純資産の割合が大きく、

県内他団体と比較してもやや高い結果となっています。負債が増えることは将来の負担が増えることを

意味しますので、負債の増加を引き続き抑えていく必要があります。 

（単位：千円、％）

前年度 今年度 比較

流動資産合計 3,862,464 4,968,388 1,105,924

流動負債合計 3,613,564 3,769,420 155,856

負債合計 41,489,488 40,982,063 △ 507,425

純資産合計 83,064,662 83,641,919 577,257

流動比率 106.9 131.8 24.9

自己資本比率 66.7 67.1 0.4

 

 

流 動 比 率・・・1 年以内に支払う金額に対する資産の余裕度を示す(流動資産合計/流動負債合計) 

自己資本比率・・・資産に占める純資産の割合で、値が大きいほど財政運営は健全(純資産合計/負債合 

計＋純資産合計) 

 

まとめまとめまとめまとめ    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 純資産が負債の約 2.0 倍で、標準比の 2.0 倍とほぼ同比で純資産と負債の関係は良いといえま

す。 

② 現世代・将来世代比率、流動比率、自己資本比率などの自治体運営の指標から、標準的であ

るといえます。 

③ 地方債残高は減少していますが、退職手当や賞与は増えています。また社会保障給付、特に

児童福祉費が大幅に増えています。若い世代を中心に人口が増え、社会保障は今後さらに増

加することが予想されます。 

④ 平成 22 年 3 月に 3 町が合併し資産や負債の整理は継続して行う必要がありますが、近い将来

修繕や補修時期が近い建物があるものと考えられます。そのための計画を早い時期に立てて

いく必要があります。 

⑤ 合併後も姶良市がもつ資産や負債を継続して正確に把握することで、公平で安定的な行政サ

ービスを行うことが可能となります。そして今後の姶良市の事業・施策評価、予算編成などにつ

なげていくことためにも財務諸表を有効活用が必要です。 


